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【医療】 機能の立地状況（市区町村の人口規模別）
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注）「一般病院」は、患者20人以上の入院施設を有する病院（精神科病院を除く）
「救急告示病院」は、都道府県知事が告示し指定する病院で、「救急医療について、相当の知識及び経験を有する医師が常時診療に従事していること」、「エックス線装置、心電計、輸血及び輸液
のための設備、その他救急医療を行なうために必要な施設及び設備を有すること」、「救急隊による傷病者の搬送に容易な場所に所在し、かつ、傷病者の搬入に適した構造設備を有すること」、
「救急医療を要する傷病者のための専用病床または当該傷病者のために、優先的に使用される病床を有すること」の要件を満たした医療機関
「救命救急センター」は、重篤な救急患者への医療を確保することを目的に設置された地域の救急医療体制を完結する機能を有する三次救急医療機関

患者20人以上の入院施設を有する「一般病院」、都道府県知事が認定し、救急隊による傷病者の搬送が行われ
る「救急告示病院」は、人口5万人以上の市区町村で9割以上、人口10万人以上で概ね10割立地。
重篤な救急患者への医療を確保する「救命救急センター」は、人口30万人以上の市区町村で8割以上立地。
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出典： 「医療施設調査・病院報告｣（2019）、厚生労働省HP「救命救急センター設置状況一覧（令和3年5月1日時点）」、「国勢調査」（2015）より国土政策局作成



【医療】 二次医療圏の人口規模
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※「二次医療圏」は、都道府県における医療提供体制の確保を図るために策定する医療計画において、地理的条件等の自然的条件や日常生活の需要の充足状況、交通事情等といっ
た社会的条件を考慮したうえで、一般の入院に係る医療を提供することが相当である単位として設定。（「一次医療圏」は市区町村、「三次医療圏」は都道府県を基本として設定）

一般の入院に係る医療を一体の区域として提供することが相当であるとして設定する「二次医療圏」は、全国
で335の圏域のうち94％（315圏域）で人口規模が5万人以上。
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出典：２次医療圏データベースシステム（https://www.wellness.co.jp/siteoperation/msd/）より国土政策局作成

94％



【福祉】 機能の立地状況（市区町村の人口規模別）

出典：「経済センサス活動調査｣（2016）、「国勢調査」（2015）より国土政策局作成 3

注）「特別養護老人ホーム」は、常時介護を必要とし、在宅介護が困難な老人又はこれに準じる状態の要介護者に対して介護サービスを提供する事業所
「介護老人保健施設」は、症状が安定期にある要介護者に対し、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療ケアを行う事業所
「有料老人ホーム」は、入居一時金等の料金を徴収して老人を入居させ、食事の提供又はその他の日常生活上必要な便宜を供与する事業所をいう。
「訪問介護事業」は、要介護者等の居宅において，入浴，食事等の介護やその他の日常生活上の世話を行う事業所

主な入居型サービスである「特別養護老人ホーム」、「介護老人保健施設」、「有料老人ホーム」及び在宅型
サービスである「訪問介護事業」は、人口5万人以上の市区町村で概ね9割以上、人口10万人以上で概ね10
割立地。
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【商業】 機能の立地状況（市区町村の人口規模別）

出典：「商業統計｣（2014）、「国勢調査」（2015）より国土政策局作成 4

食料品、衣料品、住関連の商品のいずれかを中心的に扱う「専門スーパー」や医療品・化粧品等を販売する「ド
ラッグストア」は、人口5万人以上の市区町村で概ね10割立地し、「家電大型専門点」は、人口5万人以上の市区町
村で概ね9割以上立地。
非日常の買い物の場となる「百貨店」は、人口30万人以上の市区町村で7割以上立地。

注）「専門スーパー」は、①食料品スーパー（食料品が小売販売額の70%以上）、②衣料品スーパー（衣料品が小売販売額の70%以上）、
③ホームセンターなど住関連スーパー（住関連商品が小売販売額の70%以上）のいずれか。（売場面積250㎡以上）
「広義ドラッグストア」は、医薬品・化粧品を小売り販売額全体の25%以上取扱う（かつ、一般医薬品を扱う）事業所
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【ビジネス】 機能の立地状況（市区町村の人口規模別）

出典：「経済センサス活動調査｣（2016）、「国勢調査」（2015）より国土政策局作成 5

企業の税務相談等を行う「税理士事務所」や官公署への手続きを行う「行政書士事務所」は、人口5万人以上の市
区町村で9割以上、人口10万人以上で10割立地し、企業の訴訟対応等を行う「法律事務所」や業務のデジタル化
を支援する「インターネット附随サービス業」は、人口10万人以上の市区町村で概ね9割以上立地。
知的財産に関する登録申請等を行う「特許事務所」は、人口30万人以上の市区町村で概ね8割以上立地。

注）「税理士事務所」は、税務相談や税務代理、税務書類の作成などの業務を行う事業所
「行政書士事務所」は、官公署に提出する書類の作成や契約書の作成代理などの業務を行う事業所
「法律事務所」は、法律相談や訴訟事件等の法律にかかわる業務全般を行う事業所
「インターネット附随サービス業」は、主としてインターネットを通じてサーバ等の機能を利用させるサービスを提供する事業所
「特許事務所」は特許、意匠又は商標に関する登録申請などの業務を行う事業所



0

30

47

55

27

63

0

10

20

30

40

50

60

70

1万人未満 1～5万人 5～10万人 10～20万人 20～30万人 30万以上

【ビジネス】 都市雇用圏の人口規模
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人口や雇用が集まる中心都市と郊外の市町村で構成される「都市雇用圏」は、全国で222の圏域（単独市町
村を除く）となり、そのうち86％（192圏域）で人口規模が5万人以上。

出典：人口は国勢調査（2015）により、都市雇用圏の上記基準に従い、国土政策局作成

86％

注）「都市雇用圏」は、「日本の都市圏設定基準」（金本良嗣・徳岡一幸『応用地域学研究』No.7, 1-15, (2002)）による概念であり、東京大学空間情報科学研究センターが2015年基
準で都市雇用圏コード表を公表。
・市町村を単位とする「中心都市」と「郊外」で構成し、「中心都市」はDID人口1万人以上で他都市の「郊外」でない市町村、「郊外」は中心都市への通勤率が10％以上の市町村。
・他都市の「郊外」でも、市町村内で働く従業者が居住する従業者を上回り（従業常住人口比が1以上）、DID人口が①「中心都市」の1/3以上か②10万人以上であれば、一定の中
心性と規模を有するため「中心都市」に位置づけ。（その場合、都市雇用圏に複数の「中心都市」が存在）



【ビジネス】 都市雇用圏のイメージ

7出典：東京大学 空間情報科学研究センター公表「都市雇用圏コード表（2015年基準）」をもとに国土政策局作成

大都市雇用圏（100圏域）
⇒中心都市のDID人口が５万人以上

小都市雇用圏（122圏域）
⇒中心都市のDID人口が１万人以上５万人未満



【教育・文化】 機能の立地状況（市区町村の人口規模別）
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地域の人材育成やイノベーション等にとって重要な大学、価値ある歴史や芸術等の鑑賞が可能な博物館は、
人口30万人以上の市区町村で9割以上立地。
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出典：国土数値情報「学校」（2013）、「社会教育調査」（2018）、「国勢調査」（2015）より国土政策局作成

注）「大学」は、国土数値情報の学校データとして、大学に分類された施設
「博物館」は、博物館法第2条に規定する登録博物館（館長、学芸員必置）、同法第29条に規定する博物館相当施設（学芸員に相当する職員必置）



地域生活圏の範囲に関する考え方
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（通勤時間1時間～1時間30分）【世帯】 （通勤時間1時間30分以上）【世帯】

通勤時間別世帯数の割合

出典：「住宅・土地統計調査報告」（2018）及び国勢調査（2015）より国土政策局作成、国交省都市局「令和2年度テレワーク人口実態調査」

通勤時間が片道１時間以内の世帯は84％、1時間半以内の世帯は96％。
テレワーク実施してよかった点として、「通勤が不要、または、通勤の負担が軽減された」の約74%が最も多い。

84％



仮に地域生活圏の圏域を以下のように設定して、
試行的にシミュレートすると、人口、面積のカバ
ー率は下表のとおり(1kmメッシュ単位で分析）

シミュレーション（試行）の条件
ⅰ人口10万人以上の市の中心
ⅱ都市雇用圏の中心都市で人口5万人以上10万人
未満の市の中心

人口 面積(居住地面積)

合計
60分圏
域
（案１）

カバー
率
（案１）

90分圏
域
（案２）

カバー
率
（案２）

合計
60分圏
域
（案１）

カバー
率
（案１）

90分圏
域
（案２）

カバー
率
（案２）

全国 127,094
千人

124,029
千人

98%
125,806
千人

99% 178,347 145,236 81% 164,979 93%

地方圏 44,255
千人

41,962
千人

95%
43,281
千人

98% 115,949 88,932 77% 104,311 90%

※地方圏は、北海道、東北、北陸、中国、四国、九州、沖縄ブロックの合計

（注）市の人口は国勢調査（2015年）による。
「都市雇用圏の中心都市」は以下①、②のいずれかの条件で設定
①DI D人口が1万人以上で、他都市の郊外（他都市への通勤率が10%超）でないこと、
②他都市への通勤率が10%を超えるが、従業常住人口比が1以上で、DID人口が中心都市
の1/3以上であること
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案１：市の中心から時間距離で60分以内
案２： （同上） 90分以内
※案２は、行動範囲の広域化、フルセット整備の必要性
の低下、デジタル技術の進展に配慮した試行

地域生活圏の圏域シミュレーション（試行）

地域生活圏のイメージ
＜人口10万人以上＋都市雇用圏人口５万人以上＞

全国レベル

広域ブロック

地域生活圏

生活エリア
（小学校区程度）

4層の国土構造

※起点となる市の中心（市役所）から道路（高速道路を含む）を利用して到達できる時間圏域を表示。
※白塗り箇所は平成27年国勢調査時点における避難指示区域である。
※本地図は我が国の領土を網羅的に記したものではない。
（出典）総合交通分析システム（NITAS2.6）を用いて国土交通省国土政策局作成



定住自立圏について①

11出典： 総務省「定住自立圏構想推進要綱の概要」



定住自立圏について②

12出典： 総務省「全国の定住自立圏構想の取組状況について」

定住自立圏構想の取組状況（令和３年１０月１日現在）



定住自立圏について③

13出典： 総務省「全国の定住自立圏構想の取組状況について」

定住自立圏における取組例


